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■巻 頭 言

原子力安全委員会の改革を

2カ 月ほど前、2005年 のJR福知山線脱線事故をめ
ぐる調査情報が運輸安全委員会の山口委員からJR西
日本山崎正夫前社長に漏洩した事件が発覚した。山
崎前社長は委員に対し、「事故現場のカーブに新型あ
自動列車停止装置 (ATS)があれば事故を防ぐこと
ができた」など事故報告書の不都合な文面の肖1除や
修正を求めたという。この事件で社会的信用を落と
したのはJR西 日本だけでなく運輸安全委員会とその
事故報告書である。交通機関が巨大システムに発展
したことで、事故原因の究明と安全対策には専門的
知見が必要で、その機関である運輸安全委員会は独
立性、専門性、中立 。公平性か求められることがこの

事件で端的に示された。
国のエネルギー供給の重要な柱 となってきた原
子力利用の安全を守るための原子力規制行政と原子
力安全委員会の果たす役割には重大な欠陥がある。
特に原子力安全委員会の規制能力の不足とその独立
性、専門性、中立 。公平性の欠如である。
原子力安全委員会の欠陥は発足以来だ。設置の歴
史的経過を見ると1974年の米原潜データ捏造事件と
原子力船「むつ」の放射線漏れ事故にまで遡る。事
故を受け1975年、国は「原子力行政のあり方を再検
討する懇談会(座長 :有沢原産会長)」 を設置しその
抜本的見直しをした。当時、米国でも原子力利用開発
の推進と規制の役割を完全に分離するため米原子カ
委員会 (AEC)を エネルギー研究開発局 (ERDA)
と原子力規制委員会 (NRC)に 分離独立させた。
このような背景から、当時の原子力委員会の役割
を見直し利用推進と安全規制の役割分担を検討した
結果、1978年 9月 に原子力委員会を改組し新原子力委
員会と原子力安全委員会が発足した。日本ではメー
カー、電力会社、研究開発機関など原子力利用の直接
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的規制権限は全て当時の科技庁と通産省が行ってお
り、原子力安全委員会は国が行う原子炉設置に伴う
安全審査をダブルチェツクする国の審議会でしかな
く、全ての安全規制権限を有するNRCと は似ても似

薯な書掌f運葦γ鷺亀男羹算I懸〔」鶴 瀑房
中で推進と規制の明確な分離がない。この安全規制
体制は30年以上もたった現在に至るも変わっていな
い。発足後2001年 の中央省庁再編では原子力安全委
員会の機能の見直しをする絶好の機会だったが、推
進と規制の分離と安全規制行政の完全な独立という
点では変わらなかった。
今までの電力会社、原子力研究開発機関の度重な
る事故や事故隠しなどの不祥事で国民と原子力施設
のある地元の自治体、住民の間には国の安全規制行
政に対する根深い不安と不信が広がっている。その
ため関連自治体の首長や住民団体の多くが中立・公
正を求め経済産業省原子力安全・保安院や文部科学
省内の規制機関の経済産業省、文部科学省からの分
離独立を求めている。
政権についた民主党のマニフェス トは「安全
チェック機能の強化のため、国家行政組織法第3条に
よる独立性の高い原子力安全規制委員会を創設する
とともに、住民の安全確保に関して国が責任を持っ
て取 り組む体制を確立する」としており、鳩山首相
も社民党議員の質問に独立性が高い規制機関の設置
に「前向きに検討したい」と答えている。
長期にわたり産業界と旧自民党により原子力安全
委員会など原子力安全規制行政の重大な欠陥の抜本
的改革がされないできたが、今こそその変革に取 り
組む時期に来ているのでないだろうか。

【核。エネルギー問題情報センター常任理事】
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